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 障害福祉サービス等事業所に従事する福祉・介護職員の処遇改善について

は、これまで累次にわたる取組を行ってきたが、今般、「コロナ克服・新時代開

拓のための経済対策」（令和３年11 月 19 日閣議決定。以下「経済対策」とい

う。）において、「介護・障害福祉職員を対象に、賃上げ効果が継続される取組を

行うことを前提として、収入を３％程度（月額9,000 円）引き上げるための措

置を、来年２月から前倒しで実施する。」とされ、政府において、令和３年度補

正予算により対応している。 
 

 令和４年度予算編成過程において、経済対策を踏まえ令和４年10 月以降につ

いて臨時の報酬改定を行い、収入を３％程度（月額平均9,000 円相当）引き上

げるための措置を講じることが決定された。 

 

 「令和４年度障害福祉サービス等報酬改定の概要」は、障害福祉人材の処遇

改善について、基本的な考え方及び見直しの内容を取りまとめたものである。 

 

 

基本的な考え方及び見直しの内容 

 

○ 福祉・介護職員の処遇を含む労働条件については、本来、労使間において

自律的に決定すべきものであるが、慢性的な福祉・介護職員不足の状態が続

いており、その要因として、業務上の負担などとともに賃金水準の低さが指

摘されていること等を踏まえれば、福祉・介護職員の処遇改善を担保するた

めに必要な対応を講ずることは、現状においても引き続き求められている。

そのような中で、政府は、経済対策に基づく補正予算による対応として、「賃

上げ効果が継続される取組を行うことを前提」として、収入を３％程度（月

額平均9,000 円相当）引き上げるための措置を、本年２月から前倒しで実施

している。 
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○ このため、令和４年度障害福祉サービス等報酬改定においては、補正予算

による措置と同じ政策目的の下での対応であることや、障害福祉サービス等

報酬に組み入れられるのは年度途中であり、仮に補正予算による措置と要件

等を変えた場合には追加的な事務負担が発生すること等も踏まえ、補正予算

による措置の要件・仕組み等を基本的に引き継ぐ形で、以下の（１）～（３）

により、福祉・介護職員の処遇改善を図る。 

 

 

（１）加算の対象（取得要件） 

・ 加算対象のサービス種類としては、今般の処遇改善がこれまでの数度にわ

たり取り組んできた福祉・介護職員の処遇改善をより一層進めるものであ

ることから、これまでの福祉・介護職員処遇改善加算等と同様のサービス種

類とする。 

・ 長く働き続けられる環境を目指す観点から、一定のキャリアパスや研修体

制の構築、職場環境等の改善が行われることを担保し、これらの取組を一層

推進するため、福祉・介護職員等特定処遇改善加算と同様、現行の福祉・介

護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までを取得している事業所を対象とす

る。 

・ また、賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の３分の２以上はベースアッ

プ等（「基本給」又は「毎月決まって支払われる手当」）の引上げに用いるこ

とを要件とする。 

 

（２）加算率の設定 

・ 事業所における事務負担が少ない形で給付額を算出するため、サービス種

類ごとの加算率は、福祉・介護職員処遇改善加算と同様、それぞれのサービ

ス種類ごとの福祉・介護職員の数に応じて設定する。 

 

（３）事業所内における配分方法 

・ 事業所の判断により、福祉・介護職員以外の職員の処遇改善にこの処遇改善

の収入を充てることができるよう、柔軟な運用を認めること。その際、より

事業所の裁量を認める観点から、事業所内の配分方法に制限は設けないこ

ととする。 

 

 

 

  



 

 

別紙 

 

≪福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算【新設】≫ 

 

 所定単位数 × 各サービス区分の加算率 

 

サービス区分 加算率 

居宅介護 

4.5％ 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

生活介護 1.1％ 

施設入所支援 

2.8％ 短期入所 

療養介護 

自立訓練（機能訓練） 
1.8％ 

自立訓練（生活訓練） 

就労移行支援 

1.3％ 就労継続支援Ａ型 

就労継続支援Ｂ型 

共同生活援助（介護サービス包括型） 

2.6％ 共同生活援助（日中サービス支援型） 

共同生活援助（外部サービス利用型） 

児童発達支援 

2.0％ 

医療型児童発達支援 

放課後等デイサービス 

居宅訪問型児童発達支援 

保育所等訪問支援 

福祉型障害児入所施設 
3.8％ 

医療型障害児入所施設 

 

 

   

   

  


